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第１章 障害者に対する偏見や差別のない
共生社会の実現に向けて
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① 旧優生保護法に係るこれまでの経緯
資料：こども家庭庁

第１章 障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けて 第１節 行動計画を踏まえた取組

② 旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律（概要）
資料：こども家庭庁

第１章 障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けて 第１節 行動計画を踏まえた取組
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③ 基本合意書の概要
資料：こども家庭庁

第１章 障害者に対する偏見や差別のない共生社会の実現に向けて 第１節 行動計画を踏まえた取組
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第３章 社会参加へ向けた自立の基盤づくり
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支援 支援の内容

障
害
児
通
所
支
援

児童発達支援

日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得並び
に集団生活への適応のための支援その他の必要な支援を
行うもの、又はこれに併せて治療（肢体不自由のある児
童に対して行われるものに限る。）を行うもの

放課後等デイサービス
授業の終了後又は学校の休業日に、生活能力の向上のた
めに必要な支援、社会との交流の促進その他の必要な支
援を行うもの

居宅訪問型児童発達支
援

重度の障害等により外出が著しく困難な障害のある児童
の居宅を訪問して発達支援を行うもの

保育所等訪問支援
保育所、乳児院・児童養護施設等を訪問し、障害のある
児童に対して、集団生活への適応のための専門的な支援
その他の必要な支援を行うもの

障
害
児
入
所

支
援

福祉型障害児入所施設
施設に入所する障害のある児童に対して、保護、日常生
活における基本的な動作及び独立自活に必要な知識技能
の習得のための支援を行うもの

医療型障害児入所施設
施設に入所する障害のある児童に対して、保護、日常生
活における基本的な動作、独立自活に必要な知識技能の
習得のための支援及び治療を行うもの

① 障害児通所支援・障害児入所支援の体系
資料：こども家庭庁

第３章 社会参加へ向けた自立の基盤づくり 第１節 障害のあるこどもの育ち・教育及び学生支援に関する施策

第３章 社会参加へ向けた自立の基盤づくり 第１節 障害のあるこどもの育ち・教育及び学生支援に関する施策

② 切れ目ない支援体制整備充実事業
資料：文部科学省
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第３章 社会参加へ向けた自立の基盤づくり 第２節 障害のある人の雇用・就労の促進施策
④ 障害者雇用納付金制度について
資料：厚生労働省
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障障害害者者のの身身近近なな地地域域ににおおいいてて就就業業面面とと生生活活面面のの一一体体的的なな相相談談・・支支援援をを行行うう
「「障障害害者者就就業業・・生生活活支支援援セセンンタターー」」をを設設置置

雇用と福祉のネットワーク

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要
とする障害のある方に対し、センター窓口で
の相談や職場・家庭訪問等を実施します。

＜就業面での支援＞

○就業に関する相談支援
・ 就職に向けた準備支援（職業準備訓練、
職場実習のあっせん）

・ 障害者の特性、能力に合った職務の選定
・ 就職活動の支援
・ 職場定着に向けた支援

○障害のある方それぞれの障害特性を踏まえ
た雇用管理についての事業所に対する助言

○関係機関との連絡調整

＜生活面での支援＞

○日常生活・地域生活に関する助言
・ 生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等
の日常生活の自己管理に関する助言

・ 住居、年金、余暇活動など地域生活、
生活設計に関する助言

○関係機関との連絡調整

業務内容

専門的支援
の依頼

生生活活支支援援
（（生生活活支支援援担担当当者者11名名））

就就業業支支援援
（（就就業業支支援援担担当当者者22～～77名名））

職場適応支援

求職活動支援

連携 保健サービス
の利用調整

福祉サービス
の利用調整

医療面の相談

○就業に関す
る相談支援

○障害特性を
踏まえた雇
用管理に関
する助言

○関係機関と
の連絡調整

一
体

的

な
支

援

技術的支援

基礎訓練の
あっせん

対象者の
送り出し

ハローワーク

地域障害者
職業センター

特別支援学校

職場

就労移行支援
事業者等

福祉事務所

保健所

医療機関

障障害害者者就就業業・・生生活活支支援援セセンンタターー

障害のある方

相談

自立・安定した職業生活の実現

事業主

環境改善

○日常生活・
地域生活に
関する助言

○関係機関と
の連絡調整

障害者就業・生活支援センター

第３章 社会参加へ向けた自立の基盤づくり 第２節 障害のある人の雇用・就労の促進施策
⑤ 障害者就労・生活支援センターの概要
資料：厚生労働省

①①特特別別支支援援学学校校かからら一一般般企企業業へへのの就就職職がが約約２２９９．．８８％％ 就就労労系系障障害害福福祉祉ササーービビススのの利利用用がが約約３３４４．．５５％％

②② 就就労労系系障障害害福福祉祉ササーービビススかからら一一般般企企業業へへのの就就職職はは、、年年々々増増加加しし、、令令和和６６年年はは約約２２．．９９万万人人がが一一般般就就労労

へへのの移移行行をを実実現現

一一般般就就労労へへのの

移移行行のの現現状状

就職

企企 業業 等等

就 職

就労支援施策の対象となる障害者数／地域の流れ

就就労労系系障障害害福福祉祉ササーービビスス
かからら一一般般就就労労へへのの移移行行

11,,228888人人//  HH1155 11..00
  22,,446600人人//  HH1188 11..99 倍倍
  33,,229933人人//  HH2211 22..66  倍倍
  44,,440033人人//  HH2222 33..44  倍倍
  55,,667755人人//  HH2233 44..44  倍倍
  77,,771177人人//  HH2244 66..00  倍倍
1100,,000011人人//  HH2255 77..88  倍倍
1100,,992200人人//  HH2266 88..55  倍倍
1111,,992288人人// HH2277 99..33  倍倍
1133,,551177人人// HH2288 1100..55倍倍
1144,,884455人人// HH2299 1111..55倍倍
1199,,996633人人// HH3300 1155..55倍倍
2211,,991199人人// RR11 1177..00倍倍
1188,,559999人人// RR22 1144..44倍倍
2211,,338800人人/ RR33 1166..66倍倍
2244,,442266人人/ R4    1199..00倍倍
2266,,558866人人/ R5 2200..66倍倍

障害福祉サービス
大大
学学
・・専専
修修
学学
校校
へへ
のの
進進
学学
等等

【出典】社会福祉施設等調査、国保連データ、学校基本調査、障害者雇用状況調査、患者調査、生活のしづらさなどに関する調査 等

・・就就労労移移行行支支援援  約約 ３３．．７７万万人人

・・就就労労継継続続支支援援ＡＡ型型  約約 ８８．．５５万万人人

・・就就労労継継続続支支援援ＢＢ型型  約約３３８８．．８８万万人人

（（令令和和７７年年３３月月））

雇雇用用者者数数

約約７７００．．５５万万人人

（（令令和和７７年年６６月月１１日日））

※40.0人以上企業

※身体、知的、精神

（精神は手帳所有者に
限る）

12,809人人/年年
（（ううちち就就労労系系障障害害福福祉祉ササーービビスス 7,246人人））

6,263人人/年年601人人/年年 特特別別支支援援学学校校
卒卒業業生生21,001人人（（令令和和７７年年３３月月卒卒））

（（令令和和６６年年度度））

ハハロローーワワーーククかからら
のの紹紹介介就就職職件件数数

１１１１５５,６６００９９件件
※A型：29,613件

障障害害者者総総数数約約1,165万万人人（（ ※１ ））中中、、１１８８歳歳～～６６４４歳歳のの在在宅宅者者数数約約４４８８７７万万人人（（ ※２ ））
（内訳：身体99.5万人、知的 66.9万人、精神320.7万人）（内訳：身体423.0万人、知的 126.8万人、精神614.8万人）

※１ 身体障害者数及び知的障害者数は、生活のしづらさなどに関する調査及び社会福祉施設等調査等による身体障害者手帳及び療育手帳の所持者数等を元に算出
した推計値、精神障害者数は、患者調査を元に算出した推計値。このほか、就労支援施策については、難病患者等が対象になる。
※２ 身体障害者数及び知的障害者数については18歳～65歳未満、精神障害者数については20歳～65歳未満。

2288,,994433人人// RR66 2222..55倍倍

第３章 社会参加へ向けた自立の基盤づくり 第２節 障害のある人の雇用・就労の促進施策
⑥ 就労支援施策の対象となる障害者数 地域の流れ
資料：厚生労働省



353

資料集　

第４章 障害のある人がその人らしく
暮らせるための施策
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「「ノノーーママラライイゼゼーーシショョンン」」理理念念のの浸浸透透

【H15】

【S56】



身身体体障障害害者者福福祉祉法法
（昭和24年制定）

知知的的障障害害者者福福祉祉法法
（精神薄弱者福祉法
として昭和35年制定）

精精神神保保健健福福祉祉法法
（精神衛生法として
昭和25年制定）






障障
害害
者者
自自
立立
支支
援援
法法
施施
行行

【H18】

障障
害害
者者
総総
合合
支支
援援
法法
施施
行行

支支
援援
費費
制制
度度
のの
施施
行行

精神衛生
法から精神
保健法へ

【S62】

精神薄弱者福祉
法から知的障害
者福祉法へ

【H10】

精神保健法か
ら精神保健福
祉法へ

【H7】

利利用用者者がが
ササーービビススをを選選択択
ででききるる仕仕組組みみ

３３障障害害
共共通通のの制制度度

国国
際際
障障
害害
者者
年年

完
全
参
加
と
平
等

地地域域生生活活
をを支支援援

心身障害者対策基本法
から障害者基本法へ

【H5】

“

”

障害者基本法
の一部改正

【H23】 共共生生社社会会のの
実実現現

【H25.4】

障障
害害
者者
自自
立立
支支
援援
法法
・・

児児
童童
福福
祉祉
法法
のの
一一
部部
改改
正正
法法
施施
行行

【H24.4】

相相談談支支援援のの充充実実、、障障害害児児
支支援援のの強強化化ななどど

地地域域社社会会にに
おおけけるる共共生生のの実実現現

難難病病等等をを
対対象象にに

「「生生活活」」とと「「就就労労」」にに
関関すするる支支援援のの充充実実ななどど

障障
害害
者者
総総
合合
支支
援援
法法
・・

児児
童童
福福
祉祉
法法
のの
一一
部部
改改
正正
法法
施施
行行

【H30.4】

障害保健福祉施策の歴史

障障
害害
者者
総総
合合
支支
援援
法法
等等
一一
部部
改改
正正

法法
成成
立立(

令
和
６
年
４
月
等
施
行
予
定)

【R4.12】

障障害害者者基基本本法法
（心身障害者対策基本
法として昭和45年制定）

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
① 障害者総合支援法の沿革
資料：厚生労働省

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
② 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律の概要
資料：厚生労働省
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○対象者

○サービス内容 ○主な人員配置

療療養養介介護護

○事業所数 ○利用者数

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 病院への長期の入院による医療的ケアに加え、常時の介護を必要とする障害者
① 筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者であって、障害支援区分６の者
② 障害支援区分５以上の者であって、以下のいずれかの要件に該当する者
・ 進行性筋萎縮症患者（筋ジストロフィー患者）又は重症心身障害者
・ 医療的ケアスコアが16点以上の者
・ 医療的ケアスコアが８点以上であって、強度行動障害のある者又は遷延性意識障害者

③ ①及び②に準ずる者として、療養介護が必要であると市町村が認めた者

■ 平成24年３月31日において現に重症心身障害児施設又は指定医療機関に入院している者であって、平成24年４月1日以降療養介護を利用する者

■ 病院への長期入院による医学的管理の下、主として昼間において、食事や入浴、排せつ等の介
護や、日常生活上の相談支援等を提供

■ 利用者の障害程度に応じて、相応しいサービスの提供体制が確保されるよう、事業者ごとの利
用者の平均障害支援区分に応じた人員配置の基準を設け、これに応じた報酬単価を設定

■ サービス管理責任者

■ 生活支援員 等 ４：１～２：１以上

○報酬単価（令和６年４月～）
■基本報酬（利用定員・配置人員等に応じた単位の設定）※医療に要する費用及び食費等については医療保険より給付。
366単位～ 974単位

■主な加算
地地域域移移行行加加算算（500単位／回）
→ 利用者の退院後の生活についての相談援助を行う場合、退院後３０日以内に当該利用者の居宅にて相談援助を行う場合、それぞれ、
入院中２回・退院後１回を限度に算定

（国保連令和 年 月実績）7 3259 （国保連令和 年 月実績）7 321,143

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー１ 療養介護
資料：厚生労働省

○対象者
生生活活介介護護

○事業所数 ○利用者数

■ 地域や入所施設において、安定した生活を営むため、常時介護等の支援が必要な者
① 障害支援区分が区分３(障害者支援施設等に入所する場合は区分４)以上である者

② 年齢が５０歳以上の場合は、障害支援区分が区分２(障害者支援施設等に入所する場合は区分３)以上である者

■ 主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の
介護や、日常生活上の支援、生産活動の機会等の提供

○サービス内容
利用者の障害程度に応じて、相応しいサービスの提供体制が確保され
るよう、利用者の平均障害支援区分等に応じた人員配置の基準を設定
■ サービス管理責任者
■ 生活支援員等 ６：１～３：１

○主な人員配置

○報酬単価（令和６年４月～）
■基本報酬
基本単位数は、利用定員、障害支援区分及びサービス提供時間別に所定単位数を算定
※利用定員21人以上30人以下の場合

■主な加算
人人員員配配置置体体制制加加算算（33～321単位／日）
→ 直接処遇職員を加配(1.5:1～2.5:1)した
  事業所に加算
※ 指定生活介護事業所は区分５・６・準ずる者が
一定の割合を満たす必要

常常勤勤看看護護職職員員等等配配置置加加算算（6～32単位／日）
→ 事業所の利用定員に応じ、常勤換算方法で
配置した看護職員数に応じて、利用者全員に加算

延延長長支支援援加加算算
→ 9時間以上のサービス提供を評価
・所要時間 9時間以上10時間未満 100単位／日
・所要時間10時間以上11時間未満 200単位／日
・所要時間11時間以上12時間未満 300単位／日
・所要時間12時間以上 400単位／日

サービス提供時間
障害支援区分

区分6 区分5 区分4 区分3 区分2以下

３時間未満 449単位 333単位 228単位 204単位 185単位

３時間以上～４時間未満 575単位 427単位 293単位 262単位 236単位

４時間以上～５時間未満 690単位 512単位 351単位 313単位 284単位

５時間以上～６時間未満 805単位 597単位 409単位 366単位 332単位

６時間以上～７時間未満 1,120単位 833単位 570単位 510単位 463単位

７時間以上～８時間未満 1,150単位 854単位 584単位 523単位 475単位

８時間以上～９時間未満 1,211単位 915単位 646単位 584単位 536単位

福福祉祉専専門門職職員員配配置置等等加加算算（（ⅢⅢ））
６６単単位位//日日

常勤職員が多く配置されているこ
とや、常勤職員の勤続年数が長い
ことを適切に評価するため、福祉
専門職員配置等加算（Ⅰ）又は
（Ⅱ）と福祉専門職員配置等加算
（Ⅲ）とを併給可とする。

（国保連令和 年 月実績）7 313,010 （国保連令和 年 月実績）7 3304,282

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー２ 生活介護
資料：厚生労働省
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■ サービス管理責任者 60：１以上（１人は常勤）

■ 看護職員（1人以上（１人は常勤））
■ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 ６：１以上

（１人以上）
■ 生活支援員（1人以上（１人は常勤））

○対象者

自自立立訓訓練練（（機機能能訓訓練練））

○事業所数 ○利用者数

○主な人員配置

■ 地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定期間の訓練が必要な障害者 （具体的には次のような例）
① 入所施設・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行等を図る上で、身体的リハビリテーションの継続や身体機能の維持・回復などを目的とした
訓練が必要な者

② 特別支援学校を卒業した者であって、地域生活を営む上で、身体機能の維持・回復などを目的とした訓練が必要な者 等

■ 理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活等に関する相談
及び助言その他の必要な支援を実施
■ 事業所に通う以外に、居宅を訪問し、運動機能や日常生活動作能力の維
持・向上を目的とした訓練等を実施
■ 標準利用期間（18ヶ月、頸髄損傷による四肢麻痺等の場合は36ヶ月）内で、
自立した日常生活又は社会生活を営めるよう支援を実施

○サービス内容

■基本報酬
通通所所にによよるる訓訓練練
利用定員２０人以下 819単位 利用定員６１～80人 667単位
〃 ２１～４０人 732単位 〃 ８１人以上 629単位
〃 ４１～６０人 695単位

訪訪問問にによよるる訓訓練練
所要時間１時間未満の場合 265単位
所要時間１時間以上の場合 606単位
視覚障害者に対する専門的訓練の場合 779単位

■主な加算
リリハハビビリリテテーーシショョンン加加算算
（Ⅰ）頸髄損傷による四肢麻痺等の状態にある障害者に対し、個別のﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝを行った場合又は当該指定自立訓練（機能訓練）事業所等における
支援プログラムの内容を公表するとともに、利用者の生活機能の改善状況
等を評価し、当該評価の結果を公表している場合 48単位
（Ⅱ）その他の障害者に対し、個別のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝを行った場合 20単位

高高次次脳脳機機能能障障害害者者支支援援体体制制加加算算
高次脳機能障害を有する利用者が全体の利用者数の100分の30以
上であって、高次脳機能障害支援者養成研修を修了した従業者を事業
所に50：１以上配置した上で、その旨を公表している場合 41単位

○報酬単価（令和６年4月～）

（国保連令和 年 月実績）7 3184 （国保連令和 年 月実績）7 32,162

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー３ 自立訓練（機能訓練）
資料：厚生労働省

○対象者
自自立立訓訓練練（（生生活活訓訓練練））

○事業所数 ○利用者数

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定期間の訓練が必要な障害者 （具体的には次のような例）
① 入所施設・病院を退所・退院した者であって、地域生活への移行を図る上で、生活能力の維持・向上等を目的とした訓練が必要な者
② 特別支援学校を卒業した者、継続した通院により症状が安定している者等であって、地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上などを目的とした訓練が
必要な者 等

■ 入浴、排せつ及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等
に関する相談及び助言その他の必要な支援を実施

■ 事業所に通う以外に、居宅を訪問し、日常生活動作能力の維持及び向上を目的とした
訓練等を実施

■ 標準利用期間（24ヶ月、長期入院者等の場合は36ヶ月）内で、自立した日常生活又は
社会生活を営めるよう支援を実施

■ サービス管理責任者 60：１以上（１人は常勤）

■ 生活支援員 ６：１以上（１人は常勤）

■基本報酬
通通所所にによよるる訓訓練練
利用定員２０人以下 776単位 利用定員６１～80人 633単位
〃 ２１～４０人 693単位 〃 ８１人以上 595単位
〃 ４１～６０人 659単位

訪訪問問にによよるる訓訓練練
所要時間１時間未満の場合 265単位
所要時間１時間以上の場合 606単位
視覚障害者に対する専門的訓練の場合 779単位

■主な加算
個個別別計計画画訓訓練練支支援援加加算算
（Ⅰ） 社会福祉士・精神保健福祉士・公認心理師等が作成した個別訓練実施計画に基
づいて、障害特性や生活環境等に応じた訓練を行い、かつ当該指定自立訓練（生活訓
練）事業所等における支援プログラムの内容を公表するとともに、利用者の生活機能の
改善状況等を評価し、当該評価の結果を公表している場合 47単位
（Ⅱ） 社会福祉士・精神保健福祉士・公認心理師等が作成した個別訓練実施計画に基
づいて、障害特性や生活環境等に応じた訓練を行った場合 19単位

高高次次脳脳機機能能障障害害者者支支援援体体制制加加算算
高次脳機能障害を有する利用者が全体の利用者数の100
分の30以上であって、高次脳機能障害支援者養成研修を修
了した従業者を事業所に50：１以上配置した上で、その旨を公
表している場合 41単位

○報酬単価（令和6年4月～）

（国保連令和 年 月実績）7 31,387 （国保連令和 年 月実績）7 315,530

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー4 自立訓練（生活訓練）
資料：厚生労働省
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資料集　

○対象者
宿宿泊泊型型自自立立訓訓練練

○事業所数 ○利用者数

■ 自立訓練（生活訓練）の対象者のうち、日中、一般就労や障害福祉サービスを利用している者であって、地域生活への移行に向けて、
一定期間、宿泊によって帰宅後における生活能力等の維持・向上のための訓練が必要な者 （具体的には次のような例）
① 特別支援学校を卒業してた者であって、ひとり暮らしを目指して、更なる生活能力の向上を図ろうとしている者
② 精神科病院を退院後、地域での日中活動が継続的に利用可能となった者であって、更なる生活能力の向上を図ろうとしている者

○サービス内容 ○主な人員配置
■ 居室等の設備を提供し、家事等の日常生活能力を向上させるための訓練、生活等
に関する相談及び助言その他の必要な支援を実施

■ 必要に応じて、日中活動サービスの利用とあわせて支援
■ 標準利用期間（24ヶ月、長期入院者等の場合は36ヶ月）内で、自立した日常生活
又は社会生活を営めるよう支援を実施（1年ごとに利用継続の必要性について確認
し、支給決定の更新も可能）

■ サービス管理責任者 60：１以上（１人は常勤）
■ 生活支援員 10：１以上（１人は常勤）
■ 地域移行支援員 １人以上

○報酬単価（令和６年４月～）
■基本報酬
標準利用期間中の場合 281単位、 標準利用期間を超える場合 170単位

■主な加算
夜夜間間支支援援体体制制加加算算（（ⅠⅠ））・・（（ⅡⅡ））・・（（ⅢⅢ））
（Ⅰ） 夜勤を配置し、利用者に対して夜間に介護等を行うための
体制等を確保する場合 448単位～46単位

（Ⅱ） 宿直を配置し、利用者に対して夜間に居室の巡回や緊急
時の支援等を行うための体制を確保する場合 149単位～15単位

（Ⅲ） 夜間を通じて、利用者の緊急事態等に対応するための常時
の連絡体制又は防災体制を確保する場 10単位

精精神神障障害害者者地地域域移移行行特特別別加加算算
精神科病院等に１年以上入院していた精神障害者に対して、地域で生
活するために必要な相談援助等を社会福祉士、精神保健福祉士又は
公認心理師等が実施した場合 300単位

強強度度行行動動障障害害者者地地域域移移行行特特別別加加算算
障害者支援施設等に１年以上入所していた強度行動障害を有する者
に対して、地域で生活するために必要な相談援助等を強度行動障害支
援者養成研修修了者等が実施した場合 300単位

（国保連令和 年 月実績）7 3218 （国保連令和 年 月実績）7 32,840

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー5 宿泊型自立訓練
資料：厚生労働省

○対象者
就就労労移移行行支支援援

○事業所数 ○利用者数

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性に合った職場への就労等が見込まれる障害者
■ 通常の事業所に雇用されている障害者であって主務省令で定める事由により当該事業所での就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一

時的に必要とする障害者
※ 休職者については、所定の要件を満たす場合に利用が可能であり、復職した場合に一般就労への移行者として取り扱う。
※ 65歳に達する前５年間障害福祉サービスの支給決定を受けていた者で、65歳に達する前日において就労移行支援の支給決定を受けていた者は当該サービスについて引き続
き利用することが可能

■ 一般就労等への移行に向けて、事業所内での作業等を通じた就労に必要な訓練、適性に合った
職場探し、就労後の職場定着のための支援等を実施

■ 通所によるサービスを原則としつつ、個別支援計画の進捗状況に応じ、職場実習等によるサービス
を組み合わせた支援を実施

■ 利用者ごとに、標準期間（24ヶ月）内で利用期間を設定
※ 市町村審査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、最大１年間の更新可能

■ サービス管理責任者
■ 職業指導員

生活支援員
■ 就労支援員 → １５：１以上

○報酬単価（平成３０年報酬改定以降、定員規模別に加え、就職後６月以上定着した割合が高いほど高い基本報酬）

移移行行準準備備支支援援体体制制加加算算 4411単単位位
⇒ 施設外支援として職員が同行し、企業実習等の支援を行った場合

就就労労支支援援関関係係研研修修修修了了加加算算 66単単位位
⇒ 就労支援関係の研修修了者を就労支援員として配置した場合

福福祉祉専専門門職職員員配配置置等等加加算算((ⅠⅠ))､､((ⅡⅡ))  ､､（（ⅢⅢ）） 1155､､1100､､６６単単位位
⇒ Ⅰ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の35％雇用されている場合
⇒ Ⅱ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の25％雇用されている場合

※ H30～資格保有者に公認心理師、作業療法士を追加
⇒ Ⅲ：常勤職員が75％以上又は勤続3年以上が30％以上の場合

基基本本報報酬酬 主主なな加加算算

６：１以上

報酬区分 基本報酬

就職後６月
以上定着率

５割以上 1,210単位/日
４割以上５割未満 1,020単位/日
３割以上４割未満 879単位/日
２割以上３割未満 719単位/日
１割以上２割未満 569単位/日
０割超１割未満 519単位/日

０ 479単位/日

＜定員20人以下の場合＞

※ 上表以外に、あん摩等養成事業所である場合の設定、定員に応じた設定あり
（21人以上40人以下、41人以上60人以下、61人以上80人以下、81人以上）

地地域域連連携携会会議議実実施施加加算算 558833単単位位／／回回
⇒ 支援計画に係る関係機関を交えた会議を開催し、関係機関との連絡調整を行った場合に、支援期
間（最大３年間）を通じ、所定単位数を加算する。
※ R3年新設
※サービス管理責任者が会議に参加せず、職業指導員、生活支援員又は就労支援員が会議に参加し、

前後にサービス管理責任者に情報共有する場合は、408単位／回

食食事事提提供供体体制制加加算算、、送送迎迎加加算算、、訪訪問問加加算算等等
⇒他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件を満たせば算定可能

（国保連令和 年 月実績）7 32,836 （国保連令和 年 月実績）7 337,086

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー６ 就労移行支援
資料：厚生労働省
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○対象者
就就労労継継続続支支援援ＡＡ型型

○事業所数 ○利用者数

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 通常の事業所に雇用される事が困難であって、適切な支援により雇用契約に基づく就労が可能な障害者
■ 通常の事業所に雇用されている障害者であって主務省令で定める事由により当該事業所での就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を
一時的に必要とする障害者
※ 65歳に達する前５年間障害福祉サービスの支給決定を受けていた者で、65歳に達する前日において就労継続支援A型の支給決定を受けていた者は当該サービスについて

引き続き利用することが可能。

■ 通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識、能力が高まった者
について、一般就労への移行に向けて支援

■ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を
控除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となるようにしなければならない。

■ 最低賃金含め、労働関係法令の適用あり
■ 利用期間の制限なし

就就労労移移行行支支援援体体制制加加算算 5500～～9933単単位位／／日日
※ 定員、職員配置、基本報酬の報酬区分、一般就労へ移行し６月以上定着し
た者の数に応じた設定 ※ R3～見直し

賃賃金金向向上上達達成成指指導導員員配配置置加加算算  1155～～7700単単位位／／日日
※ 定員規模に応じた設定

基基本本報報酬酬 主主なな加加算算

○報酬単価（令和３年報酬改定以降、定員規模別、人員配置別に加え、算定されるスコアによって基本報酬を算定）

■ サービス管理責任者

■ 職業指導員
生活支援員 １０：１以上

福福祉祉専専門門職職員員配配置置等等加加算算((ⅠⅠ))  ､､((ⅡⅡ))  ､､（（ⅢⅢ）） 1155､､1100､､６６単単位位
⇒ Ⅰ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の35％雇用されている場合
⇒ Ⅱ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の25％雇用されている場合

※ H30～資格保有者に公認心理師を追加
⇒ Ⅲ：常勤職員が75％以上又は勤続3年以上が30％以上の場合

＜定員20人以下、人員配置7.5：1の場合＞

就就労労移移行行連連携携加加算算 11,,000000単単位位（（11回回にに限限りり））
※ 就労移行支援に移行した者について、連絡調整等を行うとともに、支援の状
況等の情報を相談支援事業者に対して提供している場合に加算 ※ R3～新設

食食事事提提供供体体制制加加算算、、送送迎迎加加算算、、訪訪問問加加算算等等
⇒ 他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件を満たせば算定可能

報酬区分 基本報酬

スコア

170点以上 791単位/日

150点以上170点未満 733単位/日

130点以上150点未満 701単位/日

105点以上130点未満 666単位/日

80点以上105点未満 533単位/日

60点以上80点未満 419単位/日

60点未満 325単位/日

（国保連令和 年 月実績）7 34,382 （国保連令和 年 月実績）7 385,339

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー７ 就労継続支援A型
資料：厚生労働省

○対象者
就就労労継継続続支支援援ＢＢ型型

○事業所数 ○利用者数

(１)「平均工賃月額」に応じた報酬体系 (２)「利用者の就労や生産活動等への参加等」を
もって一律に評価する報酬体系

【独自の加算】
● 地域協働加算 30単位／日

就労や生産活動の実施にあたり、地域や地域
住民と協働した取組を実施する事業所を評価。

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない者や、一定年齢に達している者などであって、就労の機会等を通じ、生産活
動にかかる知識及び能力の向上や維持が期待される障害者
① 企業等や就労継続支援事業（Ａ型）での就労経験がある者であって、年齢や体力の面で雇用されることが困難となった者

  ② ５０歳に達している者または障害基礎年金1級受給者
③ ①及び②に該当しない者であって、就労移行支援事業者によるアセスメントにより、就労面に係る課題等の把握が行われている者
④ 通常の事業所に雇用されている障害者であって主務省令で定める事由により当該事業所での就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を
一時的に必要とする者

■ 通所により、就労や生産活動の機会を提供（雇用契約は結ばない）するとともに、一般就労に必要な知識、
能力が高まった者は、一般就労等への移行に向けて支援
■ 平均工賃が工賃控除程度の水準（月額3,000円程度）を上回ることを事業者指定の要件とする
■ 事業者は、平均工賃の目標水準を設定し、実績と併せて都道府県知事へ報告、公表
■ 利用期間の制限なし

基基本本報報酬酬のの体体系系（（いいずずれれかかをを選選択択））

○報酬単価（令和3年報酬改定以降、2類型の報酬体系）

■ サービス管理責任者

■ 職業指導員
生活支援員 １０：１以上

就労移行支援体制加算 ５～93単位／日
※ 基本報酬の区分等に応じ、一般就労へ移行し６

月以上定着した者の数にごとに加算

食事提供体制加算、送迎加算等
⇒ 他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件

を満たせば算定可能

福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)､(Ⅱ) ､(Ⅲ)
15､10､６単位

⇒ Ⅰ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の35％
雇用されている場合

⇒ Ⅱ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の25％
雇用されている場合

⇒ Ⅲ：常勤職員が75％以上又は勤続3年以上が
30％以上の場合

※ 定員20人以下、人員配置6：1の場合

定 員 基本報酬
20人以下 584単位/日

平均工賃月額 基本報酬
4.5万円以上 837単位/日

3.5万円以上4.5万円未満 805単位/日

3万円以上3.5万円未満 758単位/日

2.5万円以上3万円未満 738単位/日

2万円以上2.5万円未満 726単位/日

1.5万円以上2万円未満 703単位/日

1万円以上1.5万円未満 673単位/日

1万円未満 590単位/日

● ピアサポート実施加算 100単位／月
利用者に対し、一定の支援体制のもと、就労

や生産活動等への参加等に係るピアサポートを
実施した場合に、当該支援を受けた利用者の数
に応じ、各月単位で所定単位数を加算。

※ 人員配置6：1の場合

（（１１））及及びび（（２２））共共通通のの主主なな加加算算

（国保連令和 年 月実績）7 318,704 （国保連令和 年 月実績）7 3388,016

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー８ 就労継続支援B型
資料：厚生労働省
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資料集　

○対象者
就就労労定定着着支支援援

○事業所数 ○利用者数

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 就労移行支援、就労継続支援、生活介護、自立訓練の利用を経て一般就労へ移行した障害者で、就労に伴う環境変化により日常生活又は社会
生活上の課題が生じている者であって、一般就労後６月を経過した者

■ 障害者との相談を通じて日常生活面及び社会生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機関等との
連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を実施
■ 利用者の自宅・企業等を訪問することにより、月１回以上は障害者との対面相当の支援
■ 月１回以上は企業訪問を行うよう努める
■ 利用期間は３年間(経過後は必要に応じて、就労支援等の関係機関等へ引き継ぐ）

職職場場適適応応援援助助者者養養成成研研修修修修了了者者配配置置体体制制加加算算 112200単単位位／／月月
※職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修を修了した者を就労定着支援員として配置 している場合

特特別別地地域域加加算算 224400単単位位／／月月
※中山間地域等の居住する利用者に支援した場合

初初期期加加算算 990000単単位位／／月月（（11回回限限りり））
⇒ 一体的に運営する移行支援事業所等以外の事業所から利用者を受け入れた場合

基基本本報報酬酬
主主なな加加算算

就就労労定定着着実実績績体体制制加加算算 330000単単位位／／月月
⇒ 就労定着支援利用終了者のうち、雇用された事業所に3年6月以上6年6月未満の期間継続して就
労している者の割合が7割以上の事業所を評価する

■ サービス管理責任者 ６０：１

■ 就労定着支援員 ４０：１
(常勤換算)

地地域域連連携携会会議議実実施施加加算算 557799単単位位／／回回
⇒ 支援計画に係る関係機関を交えた会議を開催し、関係機関との連絡調整を行った場合に、支援期
間（最大３年間）を通じ、所定単位数を加算する。
※ R3年新設
※サービス管理責任者が会議に参加せず、就労定着支援員が会議に参加し、前後にサービス管理責
任者に情報共有する場合は、405単位／回

※ 自立生活援助、自立訓練（生活訓練）との併給調整を行う。
※ 職場適応援助者に係る助成金との併給調整を行う。

○報酬単価（令和6年4月～）就労定着率（過去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点
の就労定着者数）が高いほど高い基本報酬

※ 利用者及び当該利用者が雇用されている事業主等に対し、
支援内容を記載した「支援レポート」を月１回以上提供した場合に、
利用者数及び就労定着率に応じ、算定。

就労定着率 基本報酬
９割５分以上 3,512単位/月

９割以上９割５分未満 3,348単位/月
８割以上９割未満 2,768単位/月
７割以上８割未満 2,234単位/月
５割以上７割未満 1,690単位/月
３割以上５割未満 1,433単位/月

３割未満 1,074単位/月

（国保連令和 年 月実績）7 31,717 （国保連令和 年 月実績）7 318,874

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー９ 就労定着支援
資料：厚生労働省

自自立立生生活活援援助助

○事業所数 ○利用者数

○対象者
障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での一人暮らしに移行した障害者等や居宅において単身であるため、又はその
家族と同居している場合であっても家族等の障害・疾病等や当該障害者の生活環境の大きな変化その他の事情により、居宅における自立した
日常生活を営む上での各般の問題に対する支援が見込めない状況にある者

○サービス内容 ○主な人員配置
■ 居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題につき、定期
的な巡回又は随時通報を受けて行う訪問、相談対応等により、障害者の
状況を把握し、必要な情報の提供及び助言並びに相談、関係機関との連
絡調整等の自立した日常生活を営むための環境整備に必要な援助を行
う。

○報酬単価（令和６年４月～）
■基本報酬
自自立立生生活活援援助助ササーービビスス費費（（ⅠⅠ））
障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から退所等又
は同居家族の死亡若しくはこれに準ずると市町村が認める事情によ
り単身での生活を開始した日から1年以内の場合
・地域生活支援員30：１未満 [1,566単位]

  ・地域生活支援員30：１以上 [1,095単位]

自自立立生生活活援援助助ササーービビスス費費（（ⅡⅡ））
  （Ⅰ）以外の場合
  ・地域生活支援員30：１未満 [1,172単位]
・地域生活支援員30：１以上 [ 821単位]

自自立立生生活活援援助助ササーービビスス費費（（ⅢⅢ））
 （Ⅰ）（Ⅱ）以外の場合
利用者の居宅への訪問による支援及びテレ
ビ電話装置等の活用による支援をそれぞれ１
月に１日以上行った場合

  [700単位]

■主な加算
ピピアアササポポーートト体体制制加加算算
研修を修了したピアサポーター等を配置した場合

100単位／月

集集中中支支援援加加算算
自立生活援助サービス費（Ⅰ）を算定している場
合に限り、１月に６回以上、利用者の居宅を訪問
することにより、自立生活援助を行った場合

500単位／月

同同行行支支援援加加算算
月２回まで 500単位／月
月３回 750単位／月
月４回以上 ,1,000単位／月緊緊急急時時支支援援加加算算（（ⅠⅠ）） ※地域生活支援拠点等の場合 ＋50単位／日

緊急時に利用者等からの要請に基づき、深夜に速やかに
利用者の居宅への訪問等による支援を行った場合

711単位／日
緊緊急急時時支支援援加加算算（（ⅡⅡ））
緊急時に利用者等からの要請に基づき、深夜に電話による
相談援助を行った場合 , 94単位／日

居居住住支支援援連連携携体体制制加加算算
居住支援法人や居住支援協議会との連携体制を構築し、
月に１回以上、情報連携を図る場を設けて情報共有した
場合 35単位／月
地地域域居居住住支支援援体体制制強強化化推推進進加加算算 ※月１回を限度

居住支援法人と共同して、住居の確保及び居住支援に
係る課題を協議会等に報告した場合    500単位／回

日日常常生生活活支支援援情情報報提提供供加加算算 ※月１回を限度

あらかじめ利用者の同意を得て、精神障害者が
日常生活を維持する上で必要な情報を、精神科
病院等に対して情報提供を行った場合

100単位／回

■ サービス管理責任者
・常勤専従である場合 60：１以上 ・常勤以外の場合 30：１以上

■ 地域生活支援員１以上 （25：1が標準）
・サービス管理責任者と地域生活支援員は兼務が可能。
・自立生活援助事業所と併設する地域相談支援事業所を一体的に運営し
ている場合は、サービス管理責任者と相談支援専門員を兼務可能。

（国保連令和 年 月実績）7 3287 （国保連令和 年 月実績）7 31,219

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー10 自立生活援助
資料：厚生労働省
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○報酬単価

○対象者
就就労労選選択択支支援援

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 就労移行支援又は就労継続支援を利用する意向を有する者及び現に就労移行支援又は就労継続支援を利用している者
※ 令和７年10月から、就労継続支援Ｂ型は、従来の就労アセスメントに代わり、就労選択支援により就労面に係る課題等の把握が行われている者が対象となる。
※ 令和９年４月以降は、支援体制の整備状況を踏まえつつ、新たに就労継続支援Ａ型を利用する場合や就労移行支援における標準利用期間を超えて利用する場合

においても、就労選択支援により就労面に係る課題等の把握が行われている者を対象とする予定。

■ 障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を活用
して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択を支援する

■ 具体的には、以下のプロセスを実施する。
○ 短期間の生産活動等を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに就労に関
する意向等整理（アセスメント）を実施。

○ アセスメント結果の作成に当たり、利用者及び関係機関の担当者等を招集して多機関連携
会議を開催し、利用者の就労に関する意向確認を行うとともに担当者等に意見を求める。

○ アセスメント結果を踏まえ、必要に応じて関係機関等との連絡調整を実施。
○ 協議会への参加等による地域の就労支援に係る社会資源や雇用事例等に関する情報収
集、利用者への進路選択に資する情報提供を実施。

■ 支給決定期間は原則１ヶ月とする。

基基本本報報酬酬

主主なな加加算算

■ 就労選択支援員

※ 就労選択支援員は就労選択支援員養成
研修の修了を要件とする。

※ 経過措置として、令和９年度末までは、基
礎的研修又は基礎的研修と同等以上の研
修の修了者を就労選択支援員とみなす。

※ 就労選択支援は短時間のサービスであるこ
とから、個別支援計画の作成は不要とし、
サービス管理責任者の配置は求めない。

１5：１以上

福福祉祉専専門門職職員員配配置置等等加加算算((ⅠⅠ))､､((ⅡⅡ))  ､､（（ⅢⅢ）） 1155､､1100､､６６単単位位
⇒ Ⅰ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の35％雇用されている場合
⇒ Ⅱ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の25％雇用されている場合

※ H30～資格保有者に公認心理師を追加
⇒ Ⅲ：常勤職員が75％以上又は勤続3年以上が30％以上の場合

就労選択支援サービス費 1,210単位／日

主主なな減減算算 特特定定事事業業所所集集中中減減算算 220000単単位位／／日日 （※所定単位数から減算）

正当な理由なく、就労選択支援事業所において前６月間に実施したアセスメントの結果を踏
まえて利用者が利用した指定就労移行支援、指定就労継続支援Ａ型又は指定就労継続
支援Ｂ型のそれぞれの提供総数のうち、同一の事業者によって提供されたものの占める割
合が100分の80を超えている場合について、減算する。

食食事事提提供供体体制制加加算算、、送送迎迎加加算算等等
⇒ 他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件を満たせば算定可能

○事業所数 ○利用者数（国保連令和 年 月実績）7 （国保連令和 年 月実績）710104 227 10

③ー11 就労選択支援
資料：厚生労働省

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策

共共同同生生活活援援助助（（介介護護ササーービビスス包包括括型型））

○事業所数 ○利用者数

■基本報酬
● 障害支援区分６の場合 [600単位] ～ 障害支援区分１以下の場合 [171単位] ● 退居後共同生活援助サービス費 [2,000単位]

■主な加算
人人員員配配置置体体制制加加算算
基準上必要とされる人員数に加え、一定以上の職員を加配した場合

12：１加配 83単位～77単位 30：１加配 33単位～31単位 等

自自立立生生活活支支援援加加算算（（ⅠⅠ））
居宅における単身等での生活を希望する等の利用者の退居に向けて、
退居後の生活について相談援助・退居後に生活する居宅訪問、当該利
用者及びその家族等に対して障害福祉サービス等の相談援助及び連絡
調整を行った場合 1,000単位/月
自自立立生生活活支支援援加加算算（（ⅢⅢ））
居宅における単身等での生活を希望する等の利用者であって、かつ移
行支援住居を設けた上で、退居後の生活について相談援助・退居後に生
活する居宅訪問、当該利用者及びその家族等に対して障害福祉サービ
ス等の相談援助及び連絡調整を行った場合 80単位

夜夜間間支支援援等等体体制制加加算算（（ⅠⅠ））～～（（ⅥⅥ）） ※利用者5人の場合の例

（Ⅰ）夜勤職員を配置する場合 区分に応じ：269単位～179単位
他、宿直職員を配置する場合、常時の連絡体制又は防災体制を確保する場合等

重重度度障障害害者者支支援援加加算算
（Ⅰ）区分６であって重度障害者等包括支援の対象者に対して、従業者を加配
するとともに、一定の研修を修了した場合 360単位

（Ⅱ）区分４以上の強度行動障害を有する者に対して、従業者を加配するととも
に、一定の研修を修了した場合 180単位

・起算日から180日以内＋400単位～500単位
（中核的人材を配置し、行動関連項目18点以上の者の場合＋200単位）

・中核的人材を配置し、行動関連項目18点以上の者に対し支援計画シートを作成した場合＋150単位

強強度度行行動動障障害害者者体体験験利利用用加加算算
強度行動障害を有する者が地域移行のために体験利用を行う場合で
あって、一定の研修を修了した者を配置する場合 400単位

集集中中的的支支援援加加算算
広域的支援人材が訪問等した場合の評価 1,000単位／回（月４回を限度）

状態が悪化した者を受け入れた施設等への評価  500単位

医医療療連連携携体体制制加加算算
看護職員が事業所を訪問して利用者に対して看護を行った場合等
（Ⅰ）125単位 ～（Ⅲ）32単位 他（Ⅳ）～（Ⅶ）

○対象者
地域において自立した日常生活を営む上で、相談、入浴、排泄又は食事の介護その他日常生活上の援助を必要とする障害者（身体障害
者にあっては、65歳未満の者又は65歳に達する日の前日までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある者に限る。）

○サービス内容 ○主な人員配置
■ 主として夜間において、共同生活を営むべき住居における相談、入浴、排せつ又は食事の介護その   
他日常生活上の援助を実施
■ 利用者の就労先又は日中活動サービス等との連絡調整や余暇活動等の社会生活上の援助を実施

■ サービス管理責任者 30：１以上
■ 世話人 ６：１以上
■ 生活支援員 障害支援区分に応じ

２.５：１ ～ ９：１以上
○報酬単価（令和6年４月～）

（国保連令和 年 月実績）7 312,013 （国保連令和 年 月実績）7 3169,844

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー12 共同生活援助（介護サービス包括型）
資料：厚生労働省
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（国保連令和 年 月実績）

共共同同生生活活援援助助（（日日中中ササーービビスス支支援援型型））

○事業所数 ○利用者数

○対象者
地域において自立した日常生活を営む上で、相談、入浴、排泄又は食事の介護その他日常生活上の援助を必要とする障害者（身体障害者
にあっては、65歳未満の者又は65歳に達する日の前日までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある者に限る。）

○サービス内容 ○主な人員配置
■ 主として夜間において、共同生活を営むべき住居における相談、入浴、排せつ又は食事の介護その
   他日常生活上の援助を実施 （昼夜を通じて１人以上の職員を配置）
■ 利用者の就労先又は日中活動サービス等との連絡調整や余暇活動等の社会生活上の援助を実施
■ 短期入所（定員1～5人）を併設し、在宅で生活する障害者の緊急一時的な宿泊の場を提供

■ サービス管理責任者 30：１以上
■ 世話人 ５：１以上
■ 生活支援員 障害支援区分に応じ

２.５：１ ～ ９：１以上

○報酬単価（令和６年４月～）
■基本報酬
ＧＧＨＨににおおいいてて日日中中支支援援をを実実施施ししたた場場合合 障害支援区分６ [ 997単位] ～ 障害支援区分３ [524単位]

日日中中活活動動ｻｻｰーﾋﾋﾞ゙ｽｽ事事業業所所等等をを利利用用ししたた場場合合 障害支援区分６ [  765単位] ～ 障害支援区分１以下 [253単位]

■主な加算
人人員員配配置置体体制制加加算算
基準上必要とされる人員数に加え、一定以上の職員を加配した場合

7.5：１加配 138単位～121単位 20：１加配 53単位～45単位 等

夜夜勤勤職職員員加加配配加加算算
基準で定める夜間支援従事者に加え、共同生活住居ごとに、夜間支援
従事者を 1以上追加で配置した場合 149単位

重重度度障障害害者者支支援援加加算算
（Ⅰ）区分６であって重度障害者等包括支援の対象者に対して、従業者を加配する
とともに、一定の研修を修了した場合 360単位

（Ⅱ）区分４以上の強度行動障害を有する者に対して、従業者を加配するとともに、
一定の研修を修了した場合 180単位

・起算日から180日以内＋400単位～500単位
（中核的人材を配置し、行動関連項目18点以上の者の場合＋200単位）

・中核的人材を配置し、行動関連項目18点以上の者に対し支援計画シートを作成した場合＋150単位

自自立立生生活活支支援援加加算算（（ⅡⅡ））
居宅における単身等での生活を希望する等の利用者の退居に向けて、
退居後の生活について相談援助・退居後に生活する居宅訪問、当該利
用者及びその家族等に対して障害福祉サービス等の相談援助及び連絡
調整を行った場合、又は退居後30日以内に当該利用者の居宅を訪問
し、当該利用者及びその家族等に対して相談援助を行った場合

500単位

集集中中的的支支援援加加算算
広域的支援人材が訪問等した場合の評価 1,000単位／回（月４回を限度）

状態が悪化した者を受け入れた施設等への評価 500単位

強強度度行行動動障障害害者者体体験験利利用用加加算算
強度行動障害を有する者が地域移行のために体験利用を行う場合に、
一定の研修を修了した者を配置する場合 400単位

1日日毎毎にに
切切替替可可

（国保連令和 年 月実績）7 31,292 7 319,417

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー13 共同生活援助（日中サービス支援型）
資料：厚生労働省

共共同同生生活活援援助助（（外外部部ササーービビスス利利用用型型））

○事業所数 ○利用者数

○対象者

○サービス内容 ○主な人員配置

地域において自立した日常生活を営む上で、相談等の日常生活上の援助を必要とする障害者（身体障害者にあっては、65歳未満の者又
は65歳に達する日の前日までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある者に限る。）

■ 主として夜間において、共同生活を営むべき住居における相談その他日常生活上の援助を実施
■ 利用者の状態に応じて、入浴、排せつ又は食事の介護その他日常生活上の援助を実施（外部の居
   宅介護事業所に委託）
■ 利用者の就労先又は日中活動サービス等との連絡調整や余暇活動等の社会生活上の援助を実施

■ サービス管理責任者 30：１以上
■ 世話人 ６：１以上（当面は10：１以上）
※介護の提供は受託居宅介護事業所が行う

○報酬単価（令和６年4月～）
■基本報酬
● 世話人 ６：１ [171単位] ～ 世話人10：１ [115単位] 

※利用者に対し受託居宅介護サービスを行った場合は、サービスに要する標準的な時間に応じて受託介護サービス費を併せて算定 ［96単位～］

● 退居後外部サービス利用型共同生活援助サービス費 [2,000単位] ※自立生活支援加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を当該住居において算定されていた者に限る。

■主な加算
人人員員配配置置体体制制加加算算
基準上必要とされる人員数に加え、一定以上の職員を加配した場合
12：１加配 73単位 30：１加配 28単位

自自立立生生活活支支援援加加算算（（ⅠⅠ））
居宅における単身等での生活を希望する等の利用者の退居に向けて、退
居後の生活について相談援助・退居後に生活する居宅訪問、当該利用者
及びその家族等に対して障害福祉サービス等の相談援助及び連絡調整を
行った場合 1,000単位/月

自自立立生生活活支支援援加加算算（（ⅢⅢ））
居宅における単身等での生活を希望する等の利用者であって、かつ移行
支援住居を設けた上で、退居後の生活について相談援助・退居後に生活す
る居宅訪問、当該利用者及びその家族等に対して障害福祉サービス等の
相談援助及び連絡調整を行った場合 80単位

医医療療連連携携体体制制加加算算
看護職員が事業所を訪問して利用者に対して看護を行った場合等
（Ⅰ）125単位 ～（Ⅲ）32単位 他（Ⅳ）～（Ⅶ）

夜夜間間支支援援等等体体制制加加算算（（ⅠⅠ））～～（（ⅥⅥ）） ※利用者5人の場合の例

（Ⅰ）夜勤職員を配置する場合 区分に応じ：269単位～179単位
（Ⅱ）宿直職員を配置する場合 90単位
（Ⅲ）常時の連絡体制又は防災体制を確保する場合 10単位
＜（Ⅰ）の夜勤職員に加え事業所単位で以下の職員を追加配置する場合（Ⅳ）～（Ⅵ）もあり＞

（国保連令和 年 月実績）7 31,133 （国保連令和 年 月実績）7 314,010

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー14 共同生活援助（外部サービス利用型）
資料：厚生労働省
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○対象者

○主な人員配置○サービス内容

■ 障害支援区分１以上の障害者等

居宅における

■ 入浴、排せつ及び食事等の介護
■ 調理、洗濯及び掃除等の家事
■ 生活等に関する相談及び助言
■ その他生活全般にわたる援助

※ 通院等介助や通院等乗降介助も含む。

■ サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上
・ 介護福祉士
・ 実務者研修修了者 等

■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上
・ 介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、居宅介護職員初任者
研修修了者 等

○事業所数 ○利用者数

居居宅宅介介護護

■基本報酬
身身体体介介護護中中心心、、通通院院等等介介助助（身体介護有り）
256単位（30分未満）～

837単位（3時間未満）
3時間以降921単位＋30分を増す毎に83単位
加算

家家事事援援助助中中心心
106単位（30分未満）～
275単位（1.5時間未満）

1.5時間以降311単位＋15分を
増す毎に35単位加算

通通院院等等介介助助（身体介護なし）
106単位（30分未満）～
275単位（1.5時間未満）

1.5時間以降345単位＋30分を
増す毎に69単位加算

通通院院等等乗乗降降介介助助
1回102単位

■主な加算
特特定定事事業業所所加加算算(5％、10％又は20％加
算)
→ ①サービス提供体制の整備、②良質な
人材の確保、③重度障害者・中重度障害
者への対応に積極的に取り組む事業所の
サービスを評価

福福祉祉専専門門職職員員等等連連携携加加算算(90日間３回を限
度として１回につき564単位加算)
→ サービス提供責任者と精神障害者等の特性
に精通する国家資格を有する者が連携し、利
用者の心身の状況等の評価を共同して行うこと
を評価

喀喀痰痰吸吸引引等等支支援援体体制制加加算算（１日当たり
100単位加算）
→ 特定事業所加算（20％加算）の算定が
困難な事業所に対して、喀痰の吸引等が
必要な者に対する支援体制を評価

○報酬単価（令和６年４月～）

（国保連令和 年 月実績）7 322,648 213,418 （国保連令和 年 月実績）7 3

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策③ー15 居宅介護
資料：厚生労働省

■ １５％加算対象者…重度訪問介護の対象者（一）に該当する者であって、重度障害者等包括支援の対象者の要件に該当する者（障害支援区分６）

○対象者
■ 重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって、常時介護を要する障害者
→ 障害支援区分４以上に該当し、次の（一）又は（二）のいずれかに該当する者
（一） 二肢以上に麻痺等がある者であって、障害支援区分の認定調査項目のうち「歩行」、「移乗」、「排尿」、「排便」のいずれもが「支援が不要」以外に認定されて

いる者
（二） 障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）の合計点数が１０点以上である者

○サービス内容

■ サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上
・ 介護福祉士、実務者研修修了者 等
・ 居宅介護職員初任者研修修了者等であって３年以上の実務経験がある者

■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上
・ 重度訪問介護従業者養成研修修了者

○主な人員配置

○重度訪問介護加算対象者

■ ８．５％加算対象者…障害支援区分６の者

※ 重度障害者等包括支援対象者

・ 重度訪問介護の対象であって、四肢全てに麻痺等があり、寝たきり状態にある障害者であって、人工呼吸器による呼吸管理を行っている身体障害者 （Ⅰ類型（筋ジス、
脊椎損傷、ＡＬＳ、遷延性意識障害等を想定））、又は最重度知的障害者（Ⅱ類型（重症心身障害者を想定））

・ 障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）の合計点数が１０点以上である者（Ⅲ類型（強度行動障害を想定））

重重度度訪訪問問介介護護

○事業所数 ○利用者数

■基本報酬
186単位（１時間未満）～1,416単位（８時間未満） ※ ８時間を超える場合は、８時間までの単価の９５％を算定

■主な加算
特特定定事事業業所所加加算算(10％又は20％加算)
→ ①サービス提供体制の整備、②良質な人材の確保、
③重度障害者への対応に積極的に取り組む事業所の
サービスを評価

行行動動障障害害支支援援連連携携加加算算(30日間１回を限度とし
て１回につき584単位加算)
→ サービス提供責任者と支援計画シート等作成者
が連携し、利用者の心身の状況等の評価を共同し
て行うことを評価

喀喀痰痰吸吸引引等等支支援援体体制制加加算算（１日当たり100単位加算）
→ 特定事業所加算（20％加算）の算定が困難な事業所に
対して、喀痰の吸引等が必要な者に対する支援体制を評

  価

○報酬単価（令和６年４月～）

居宅等における ■ 入浴、排せつ及び食事等の介護
■ 調理、洗濯及び掃除等の家事
■ その他生活全般にわたる援助
■ 外出時における移動中の介護
■ 入院中の病院等における意思疎通支援 等

※ 日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り等の支援を含む。

（国保連令和 年 月実績）7 37,582 （国保連令和 年 月実績）7 313,853

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー16 重度訪問介護
資料：厚生労働省
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○対象者

○主な人員配置○サービス内容

■ 視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等
→ 同行援護アセスメント票の調査項目（視力障害、視野障害、夜盲、移動障害）において、移動障害以外で１点以上かつ移動障害で１点以上に

該当していること

外出時において、

■ 移動に必要な情報の提供（代筆・代読を含む。）
■ 移動の援護、排せつ及び食事等の介護
■ その他外出時に必要な援助

※ 外出について
通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通年かつ長期にわたる外出

及び社会通念上適当でない外出を除く。

同同行行援援護護

○事業所数 ○利用者数

■基本報酬
191単位（30分未満）～632単位（3時間未満） 3時間以降697単位＋30分を増す毎に66単位加算

■主な加算
盲盲ろろうう者者支支援援加加算算(25％加算)
→ 盲ろう者向け・通訳介助員が、盲ろう者（視覚障害
者かつ聴覚障害者）に支援することを評価

区区分分３３のの者者にに提提供供ししたたととききのの加加算算
(20％加算)
→ 障害支援区分３の者への支援を評価

区区分分４４以以上上のの者者にに提提供供ししたたととききのの加加算算(40％加算)
→ 障害支援区分４以上の者への支援を評価

特特定定事事業業所所加加算算(5％、10％又は20％加算)
→ ①サービス提供体制の整備、②良質な人材の確
保、③重度障害者・中重度障害者への対応に積極
的に取り組む事業所のサービスを評価

特特別別地地域域加加算算(15％加算)
→ 中山間地域等に居住している者に対

して提供されるサービスを評価

喀喀痰痰吸吸引引等等支支援援体体制制加加算算（１日当たり100単位加算）
→ 特定事業所加算（20％加算）の算定が困難な事業所
に対して、喀痰の吸引等が必要な者に対する支援体制を
評価

○報酬単価（令和６年４月～）

■ サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上
・ 同行援護従業者養成研修応用課程修了者であり、かつ、介護福祉士、
実務者研修修了者、介護職員基礎研修修了者、居宅介護職員初任者
研修了者（３年以上の実務経験がある者） 等

■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上
・ 同行援護従業者養成研修一般課程修了者
・ 居宅介護職員初任者研修修了者等であって、1年以上の直接処遇経験
を有する者 等

（国保連令和 年 月実績）7 35,709 （国保連令和 年 月実績）7 327,303

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー17 同行援護
資料：厚生労働省

行行動動援援護護

○事業所数 ○利用者数

■ 行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護

■ 外出時における移動中の介護

■ 排せつ及び食事等の介護その他の行動する際に必要な援助

・ 予防的対応

…行動の予定が分からない等のため、不安定になり、不適切な行動

がでないよう、予め行動の順番や、外出する場合の目的地での行

       動等を理解させる等

・ 制御的対応

…行動障害を起こしてしまった時の問題行動を適切におさめること等

・ 身体介護的対応

…便意の認識ができない者の介助等

○主な人員配置

■ 知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって常時介護を有する者
→ 障害支援区分３以上であって、障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）の合計点数が１０点以上である者

■ サービス提供責任者：常勤ヘルパーのうち１名以上
・ 行動援護従業者養成研修課程修了者又は強度行動障害支援者養成研修

(実践研修）修了者であって3年以上の直接処遇経験（知的障害・精神障害等）
※ 令和３年３月31日時点での介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員
基礎研修修了者、居宅介護職員初任者研修修了者等であって5年以上の
実務経験（令和９年３月31日までの経過措置）

■ ヘルパー：常勤換算２．５人以上
・ 行動援護従業者養成研修修了者又は強度行動障害支援者養成研修（実践
研修）修了者であって1年以上の直接処遇経験（知的障害・精神障害者等）
※ 令和３年３月31日時点での介護福祉士、介護職員基礎研修修了者、居
宅介護職員初任者研修修了者等であって2年以上の実務経験（令和９年3
月31日までの経過措置）

■基本報酬

288単位（３０分未満）～2,485単位（７．５時間以上）

■主な加算

特特定定事事業業所所加加算算(5％、10％又は20％加算)
→ ①サービス提供体制の整備、②良質な人材の確
保、③重度障害者・中重度障害者への対応に積極
的に取り組む事業所のサービスを評価

行行動動障障害害支支援援指指導導連連携携加加算算(重度訪問介護に移
行する月につき１回を限度として１回につき273単
位加算)
→ 支援計画シート等作成者と重度訪問介護の
サービス提供責任者が連携し、利用者の心身
の状況等の評価を共同して行うことを評価

喀喀痰痰吸吸引引等等支支援援体体制制加加算算（１日当たり100単位加
算）
→ 特定事業所加算（20％加算）の算定が困難な
事業所に対して、喀痰の吸引等が必要な者に対す
る支援体制を評価

○対象者

○サービス内容

○報酬単価（令和６年４月～）

（国保連令和 年 月実績）7 32,376 （国保連令和 年 月実績）7 317,232

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー18 行動援護
資料：厚生労働省
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○対象者

○サービス内容

○運営基準

重重度度障障害害者者等等包包括括支支援援

○事業所数 ○利用者数

○主な人員配置

類類 型型 状状態態像像

重度訪問介護の対象であって、四肢すべてに麻痺等
があり、寝たきり状態にある障害者のうち、右のいずれ
かに該当する者

人工呼吸器による呼吸管理を行っている身体障害者

（（ⅠⅠ類類型型））

・筋ジストロフィー ・脊椎損傷

・ＡＬＳ ・遷延性意識障害 等

最重度知的障害者 （（ⅡⅡ類類型型）） ・重症心身障害者 等

障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等（１２項目）の合計点数が１０点以上である者

（（ⅢⅢ類類型型））
・強度行動障害 等

■ 訪問系サービス（重度障害者等包括支援、重度訪問介護等）や通所
サービス（生活介護、短期入所等）等を組み合わせて、包括的に提供

■ サービス提供責任者：１人以上（１人以上は常勤）
（下記のいずれにも該当）
・ 相談支援専門員の資格を有する者
・ 重度障害者等包括支援対象者の直接処遇に３年以上従事した者

■ 利用者と２４時間連絡対応可能な体制の確保 ■ ２以上の障害福祉サービスを提供できる体制を確保（第３者への委託も可）
■ 専門医を有する医療機関との協力体制がある ■ 提供されるサービスにより、最低基準や指定基準を満たす

○報酬単価（令和６年４月～）
■基本報酬
○ 居宅介護、重度訪問介護、生活介護等 204単位（１時間未満）～2,426単位（12時間未満） ※ 12時間を超える場合は、12時間までの単価の98％を算定
○ 短期入所 973単位/日 ○共同生活介護 1,019単位/日

■主な加算
特特別別地地域域加加算算(15％加算)
→ 中山間地域等に居住している者に対して提供さ
れるサービスを評価

喀喀痰痰吸吸引引等等支支援援体体制制加加算算（１日当たり100単位加算）
→ 喀痰の吸引等が必要な者に対する支援体制を評価

短期入所利用者で、低所得である場合は１日
当たり（48単位加算）

有有資資格格者者支支援援加加算算（１日当たり60単位加算）
→ 行動援護等の訪問系サービスの資格要件を満たした者がサービス提供を
行う場合に、質の高い支援の実施として評価

外外部部連連携携支支援援加加算算（月に４回を限度として１回につき200単位加算）
→ 複数のサービス事業者による利用者への支援を行うにあたり、その事業者
の担当者を招集して、利用者の心身の状況やサービスの提供状況の確認等
を行った場合に、その連携した支援について評価

（国保連令和 年 月実績）7 311 （国保連令和 年 月実績）7 339

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー19 重度障害者等包括支援
資料：厚生労働省

○対象者

○利用者数

短短期期入入所所

○事業所数

居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設等への短期間の入所が必要な者
■ 福祉型（障害者支援施設等において実施可能）
・ 障害支援区分１以上である障害者又は障害児の障害の程度に応じて厚生労働大臣が定める区分における区分１以上に該当する障害児

■ 福祉型強化（障害者支援施設等において実施可能）（※）
※ 看護職員を常勤で１人以上配置
・ 厚生労働大臣が定める状態に該当する医療的ケアが必要な障害者及び障害児

■ 医療型（病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院において実施可能）（※）
※ 病院、診療所については、法人格を有さない医療機関を含む。また、宿泊を伴わない場合は無床診療所も実施可能
・ 遷延性意識障害児・者、筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類に属する疾患を有する者及び重症心身障害児・者等

○サービス内容 ○主な人員配置
■ 当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ及び食事の介護
その他の必要な支援

■ 本体施設の利用者とみなした上で、本体施設として必要とされる以
 上の職員を配置し、これに応じた報酬単価を設定

■ 併設型・空床型 本体施設の配置基準に準じる
■ 単独型 当該利用日の利用者数に対し６人につき１人

○報酬単価（令和６年４月～）
■基本報酬
福福祉祉型型短短期期入入所所ササーービビスス費費
((ⅠⅠ))・・（（ⅢⅢ））（宿泊を伴う場合）
（（ⅡⅡ））・・((ⅣⅣ))（宿泊のみの場合）
→ 障害者(児)について、障害支
援区分に応じた単位の設定

173単位～923単位

福福祉祉型型強強化化短短期期入入所所ササーービビスス費費
((ⅠⅠ))～～((ⅣⅣ)) 、、福福祉祉型型強強化化特特定定短短
期期入入所所ササーービビスス費費((ⅠⅠ））((ⅡⅡ））
→ 看護職員を配置し、医療的
ケアが必要な障害者(児)に対し、
支援を行う場合

412単位～1,164単位

医医療療型型短短期期入入所所ササーービビスス費費
((ⅠⅠ))～～((ⅢⅢ))(宿泊を伴う場合)
→ 区分６の気管切開を伴う人
工呼吸器 による呼吸管理を行っ
ている者、重症心身障害児・者等
に対し、支援を行う場合

1,826単位～3,117単位

医医療療型型特特定定短短期期入入所所ササーービビスス費費
((ⅠⅠ))～～((ⅢⅢ))(宿泊を伴わない場合)
((ⅣⅣ))～～((ⅥⅥ))(宿泊のみの場合)
→ 左記と同様の対象者に対し支
援を行う場合

   1,328単位～2,938単位

■主な加算
単単独独型型加加算算（320単位）
→ 併設型・空床型ではない指定短期入所事
業所にて、指定短期入所を行った場合

緊緊急急短短期期入入所所受受入入加加算算（福祉型270単位、医療型500単位）
→ 緊急時の受入れを行った場合
定定員員超超過過特特例例加加算算（50単位）
→ 緊急時に定員を超えて受入を行った場合（10日限度で算定）

特特別別重重度度支支援援加加算算
（610単位／297単位／120単位）
→ 医療ニーズの高い障害児・者に対
しサービスを提供した場合

（うち福祉型強化：   医療型：  ）6,650 485 382 （国保連令和 年 月実績）7 364,750

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
③ー20 短所入所
資料：厚生労働省
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資料集　

④ 「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」改正後 概要
資料：厚生労働省、こども家庭庁
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第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策
⑤ー１ 成年後見制度の見直しに向けた検討（中間試案）
資料：法務省
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⑤ー２ 成年後見制度の見直しに向けた検討（中間試案）
資料：法務省
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⑥ 法定後見制度の見直しの概要
資料：法務省
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資料集　

⑦ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容
資料：厚生労働省
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発達障害者支援の地域の中核である発達障害者支援センターについて、「発達障害者地域支援マネジャー」の配置等を行い、市町村・
事業所・医療機関との連携や困難事例への対応を行っている。

令和６年度報酬改定により、強度行動障害等の専門的な支援が必要な人材に対し高い専門性を有する「広域的支援人材」を一部の発達
障害者支援センター等に配置し、地域支援体制の強化を行うとともに、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定では、強度行動障害を有
する者に対する適切なアセスメントや有効な支援方法の整理を行う「集中的支援加算」を新設した。

これら強度行動障害を有する者に対する集中的支援の実施には、広域的支援人材を事業者に派遣できる体制の構築が早急に必要である
ことから、都道府県及び指定都市に、１名以上の広域的支援人材の配置を目指し、必要な施策を実施していく。

１ 事業の目的

実施主体：都道府県、指定都市
補 助 率 ：１／２

２ 事業の概要・実施主体等
（１）発達障害者地域支援マネジャーの配置

市町村や事業所における困難事例への助言や医療機関等との連携等を
行う発達障害者地域支援マネジャーを配置する。

（２）住民の理解促進
発達障害に関する住民の理解促進のため、小冊子の作成・配布、セミ

ナー等を開催する。
（３）アセスメントツール導入促進

市町村などの関係機関を対象に、アセスメントツールの導入促進を図
るための研修を実施する。

（４）個別支援ファイルの活用促進
市町村等に対する個別支援ファイル（当事者の発達の状況や特性、支

援の経過等を記録）の活用促進に関する取組を行う。
（５）集中的支援の実施のための体制整備

障害福祉サービス事業所等における集中的支援の実施のため、広域的
支援人材の配置等の体制整備を行う。

（６）支援人材に係るネットワーク構築
中核的人材を含む強度行動障害を有する者に対する支援人材が連携し

た支援の実施や、支援者同士での意見交換や情報共有等の取組を進める
ためのネットワーク構築をする。

発達障害者支援体制整備事業

⑧ 発達障害者支援体制整備事業
資料：厚生労働省
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⑨ 発達障害者支援センター運営事業
資料：厚生労働省
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42

学校における文化芸術鑑賞・体験推進事業

現状・課題

事業内容

（担当：文化庁参事官（芸術文化担当）付）

アウトプット（活動目標） 短期アウトカム（成果目標） 長期アウトカム（成果目標）

 〈平成２９，３０年の学習指導要領改訂より〉
総則において、地域の博物館や美術館、劇場、音楽堂
等の施設の活用を積極的に図り、鑑賞等の学習活動を
充実することが示されている。
音楽では、児童生徒が地域の実態に応じて、学校内及
び公共施設などの学校外における音楽活動のつながりを
意識できるようにすることが記載され、図画工作、美術で
は、美術館や博物館等との連携についての記載の充実
が図られている。

未来を担う子供たちに優
れた文化芸術体験機会を
提供することによって、豊
かな人間性の涵養を図る
とともに、将来の文化芸術
の担い手や観客育成等に
資する。

各家庭において、経済的
な格差や文化に対する意
識の差等により生じた文
化芸術体験格差の解消
のため、国内の小学校・
中学校・特別支援学校等
を対象に実施する。

文化芸術団体による公演
等が都市部に集中しない
よう、過疎地や山村地域
等にある学校に通う子供
たちも等しく文化芸術体
験を享受できるよう努め
る。

障害者芸術団体による学
校公演、障害のある子供
たちや院内学級等の子供
たちも鑑賞しやすい公演
の提供を充実させること
によって、共生社会の実
現へ寄与する。

芸術系教科等を担当する
教員等に向けた研修の実
施や、新たに芸術教育に
関する実証事業を実施す
ることで芸術教育の充実
につなげる。

将将来来のの文文化化芸芸術術のの

担担いい手手やや観観客客育育成成

小小学学校校・・中中学学校校・・

特特別別支支援援学学校校等等をを対対象象
文文化化芸芸術術体体験験 共共生生社社会会のの実実現現 芸芸術術教教育育のの充充実実

①① 学学校校巡巡回回公公演演
「舞台芸術等総合支援事業」分

• 国が一流の文化芸術団体を選定し、小学校・中学校・特別支援学校等の授業において実演芸術公演を実施。
• 山間、へき地、離島など、鑑賞機会に恵まれない地域に存する小学校・中学校・特別支援学校等において公演を実施。

件数：1,876公演（予定）

②② ユユニニババーーササルル公公演演

• 小学校、中学校、特別支援学校等の授業において、障害者芸術団体による公演提供や、障害のある子供たちや院内
学級等の子供たちも鑑賞しやすい公演を体育館等で実施。表現の多様性や障害への理解を深めるための活動を支援。

件数：232公演（予定）【拡充】32公演増

③③ 芸芸術術家家のの派派遣遣

• 日本芸術院会員含む個人又は少人数の芸術家が学校の体育館、講堂等で公演、講話、ワークショップ等を授業内で実施。
• 各都道府県の教育委員会と地域のNPO法人等が連携し、学校と芸術家をコーディネートし、公演等を授業内で実施。
• 実績のある国内のクリエイターの学校派遣による対面や、ICT・オンラインを積極的に活用したマンガ等メディア芸術、映画等に関
する授業を実証・実施。

件数：2,990公演（予定）

④④ 文文化化施施設設等等活活用用公公演演
• 地域の美術館、音楽ホール等の文化施設を会場とし、アーティストやエデュケーター等が協力することにより、子供たちがより
効果的に鑑賞・体験できる活動を授業内で実施。近隣の学校と連携した合同開催を可能とする。

件数：110公演（予定）

⑤⑤ ココミミュュニニケケーーシショョンン能能力力向向上上
• 芸術家による表現手法を用いた継続的なワークショップ等で、芸術家による実技披露に加え、児童・生徒が小集団で協
働して、創作や話合い等のプロセスを重視し、課題解決に取り組む活動を学校の教室等において授業内で実施。

• 地域のNPO法人等が学校と芸術家をコーディネートし、教室等で継続的なワークショップ等を授業内で実施。

件数：200公演（予定）

芸芸術術教教育育ににおおけけるる芸芸術術担担当当教教員員等等研研修修
• 小・中・高等学校等において、芸術系大学等と連携し、芸術系教科等を担当する教員等向けに実演鑑賞なども
含む実践的な研修を行うことで、教員の資質・能力の向上を図り、芸術教育の充実につなげる。

②②～～⑤⑤のの事事業業ススキキーームム  ※①は日本芸術文化振興会にて実施

文
化
庁 学

校

文
化
芸
術
団
体
等

①①企企画画
申申請請

・・ 採採択択

③③文文化化庁庁ががママッッチチンンググししたた団団体体にによよるる
公公演演等等実実施施

②②学学校校
   募募集集
・・ 申申請請
・・ 採採択択

文
化
庁

学
校

文
化
芸
術
団
体
等

②②申申請請
・・採採択択

①①企企画画
作作成成

③③公公演演等等
実実施施

（
事
務
局
）

②のスキーム ③、④、⑤ のスキーム

• 学校巡回公演    1,876公演
• ユニバーサル公演      250公演
• 芸術家の派遣 2,990公演
• 文化施設等活用 110公演
• コミュニケーション能力向上    200公演

豊かな創造力・想像力を養うとともに、思考力やコミュ
ニケーション能力など社会人としての素養を身につける
ことで、将来の芸術家や観客層を育成、優れた文化
芸術の創造につなげる

（
事
務
局
）

１年間に、ホール・劇場、映画館、美術館・
博物館などで文化芸術を直接鑑賞したこと
がない子供の割合（文化に関する世論調査）
→ 目標 30％

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第１節 生活安定のための施策⑩ 学校における文化芸術鑑賞・体験推進事業
資料：文化庁

42
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資料集　

⑪ 高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業
資料：厚生労働省

第４章 障害のある人がその人らしく暮らせるための施策 第２節 保健・医療施策
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第５章 住みよい環境の基盤づくり
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資料集　

住生活基本法の概要

基本理念【３～６条】

目的【１条】
住生活安定向上施策の推進 ⇒ 国民生活の安定向上・社会福祉の増進・国民経済の健全な発展

住生活基本計画

都道府県計画【１７条】
◇計画期間
◇施策の基本的な方針
◇地域特性に応じた目標・基本

的施策
◇公営住宅の供給目標量 等

住生活基本計画の実施【１８条】

全国計画【１５条】
◇計画期間
◇施策の基本的な方針
◇全国的見地からの目標・

基本的施策 等

＜国＞情報提供・「指針」策定等
⇒事業者・住民等の活動等支援

＜国・地方公共団体＞公営住宅供給等、目標達成措置

＜公庫・機構・公社＞住宅供給時等に目標達成に努力

基本的施策【１１～１４条】

全国計画に
即して策定

居住の安定確保のための住宅供給の促進等
（公営住宅・災害復興用住宅の供給、高齢者・
子育て世帯向け賃貸住宅の供給促進等）

地域における居住環境の維持向上
（共同福祉・利便施設の整備、良好な景観形成
等）

住宅の適正取引の確保、流通の円滑化
（事業者による正確かつ適切な情報提供、
性能表示制度の普及等）

住宅の品質・性能の維持向上
住宅の管理の合理化・適正化
（耐震改修、省エネ化、管理に関する知識の
普及・情報提供等）

責務等【７～１０条】

＜国･地方公共団体･事業者･住民等＞
住生活安定向上のため相互に連携・協力

＜国・地方公共団体＞
①施策の策定と実施＜国・地方公共団体＞
②教育活動・広報活動等＜国・地方公共団体＞
⇒国民の理解・協力を得る努力

③技術情報の収集・提供等＜国＞
⇒品質・性能の維持向上に資する技術の研究開発

木材使用の伝統技術の継承向上

＜住宅関連事業者＞
①安全性確保等の最重要責任の自覚
⇒設計･建設･販売･管理の各段階で適切に措置

②正確かつ適切な情報の提供努力

＜政府＞法制・財政・金融上の措置
住宅の確保に特に配慮を
要する者の居住の安定の確保

住民が誇りと愛着をもつこと
のできる良好な居住環境の
形成

居住のために住宅を購入する
者等の利益の擁護及び増進

現在及び将来における国民の
住生活の基盤となる良質な
住宅の供給･建設･改良･管理

① 住生活基本法の概要
資料：国土交通省

第５章 住みよい環境の基盤づくり 第１節 障害のある人の住みよいまちづくりと安全・安心のための施策

住宅セーフティネット制度
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）

【改正：令和６年６月５日公布、令和７年10月１日施行】
一部厚生労働省との共管

② 住宅セーフティネット制度
資料：国土交通省

第５章 住みよい環境の基盤づくり 第１節 障害のある人の住みよいまちづくりと安全・安心のための施策

賃
貸
人登

録
・
認
定

家
賃
債
務
保
証
業
者

要
配
慮
者

入居

都道府県等登録 情報提供

家賃・家賃債務保証料等の低廉化
【賃貸人等への支援】
・改修費補助

（国の直接補助あり）
・改修費融資

（住宅金融支援機構）
・家賃低廉化補助
・住替え補助

【保証会社等への支援】
・家賃債務保証料等

低廉化補助
・家賃債務保証保険

（住宅金融支援機構）

居住支援協議会
不動産関係団体
宅地建物取引業者

賃貸住宅管理業者、家主等

居住支援団体
居住支援法人

社会福祉法人、ＮＰＯ等

地方公共団体
（住宅部局・福祉部局）

立
上
げ
等
に
対
す
る
支
援

国と地方公共団体等
による支援

住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅
（セーフティネット登録住宅）の登録制度

経済的支援
地域の居住支援体制の整備

（地方公共団体が設置する居住支援協議会の活用）

登録基準
・床面積が原則18㎡以上* ・耐震性を有すること 等

居住支援法人等が入居中サポートを行う賃貸住宅
（居住サポート住宅）の認定制度 居住支援法人

入
居
支
援
等

＊地方公共団体による強化・緩和が可能 ＊新築住宅は原則25㎡以上

賃
貸
人

要
配
慮
者

入居

福祉事務所
設置自治体申請 情報提供

認定基準
・床面積が原則18㎡以上* ・耐震性を有すること

・安否確認、見守り、福祉サービスへのつなぎの内容 等

居
住
支
援
法
人
等

・賃貸人に対する情報提供
・要配慮者に対する情報提供や

入居中支援※

・残置物処理 等
認定

登
録
・
認
定

家
賃
債
務
保
証
業
者

（既存住宅）

（安否確認・見守り・福祉サービスへのつなぎ等）

＊地方公共団体による強化・緩和が可能 ＊新築住宅は原則25㎡以上

（既存住宅）

入居中サポート ※生活困窮者自立支援制度における地域居住支援
事業等、自治体が実施する福祉事業を活用した
支援も可能

賃貸住宅供給促進計画都道府県
市町村

国土交通大臣及び厚生労働
大臣が定める基本的な方針国

家賃・家賃債務保証料等の低廉化



372

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律
（住宅セーフティネット法）等の一部を改正する法律 ［令和6年5月30日成立、同年6月5日公布、令和7年10月1日施行］

③ー２ 住宅セーフティネット制度の見直しの背景・必要性
資料：国土交通省

第５章 住みよい環境の基盤づくり 第１節 障害のある人の住みよいまちづくりと安全・安心のための施策

1,377 
1,517 1,401 

1,246 

738 887 1,041 1,084 

0

1,000

2,000

1995 2000 2010 2020 2030 2040 2050 

１．大家・要配慮者の双方が安心して利用できる市市場場環環境境（（円円滑滑なな民民間間賃賃貸貸契契約約））の整備
２．居住支援法人等を活用し、入入居居中中ササポポーートトをを行行うう賃賃貸貸住住宅宅の供給を促進
３. 住住宅宅施施策策とと福福祉祉施施策策がが連連携携した地地域域のの居居住住支支援援体体制制の強化

○ 単身世帯の増加※、持家率の低下等により要配慮者の

賃賃貸貸住住宅宅への円滑な入居に対するニニーーズズがが高高ままるることが

想定される。
※ 単身高齢者世帯は、2030年に900万世帯に迫る見通し。

○ 単単身身高高齢齢者者ななどどのの要要配配慮慮者者にに対対ししててはは、、大大家家のの拒拒否否感感がが

大大ききいい。。これは、孤独死や死亡後の残置物処理等の入居後

の課題への不安が背景にある。他方、民間賃貸住宅の

空き室※は一定数存在。
 ※ 全国の空き家 約900万戸、うち賃貸用は約443万戸

（2023年住宅・土地統計調査 住宅数概数集計（速報集計））

○ 改正住宅セーフティネット法(平成29年)施行後、

全国で880000を超える居居住住支支援援法法人人※が指定され、地域の

居居住住支支援援のの担担いい手手はは着着実実にに増増加加。
※ 要配慮者の入居支援（物件の紹介等）、入居後の見守りや

相談等を行う法人（都道府県知事指定）

背景・必要性

単身
高齢者
世帯

【【要要配配慮慮者者にに対対すするる大大家家のの入入居居拒拒否否感感】】

入居中

入居前

退居時
（死亡時）

高齢者の入居拒否の理由は、、居室内
での死亡事故等への不安が約 9 割
見守り、入居後の課題の相談を求め
る大家も多い

【【単単身身世世帯帯数数のの推推移移】】

ひとり親世帯

低額所得者

障害者

高齢者

約２割
約５割
約７割
約７割

（年）
※2025年以降は推計

（万世帯）

65歳以上世帯
15-64歳世帯

※「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律」の公布時点の資料
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④ー１ バリアフリー法の制定経緯・沿革
資料：国土交通省

第５章 住みよい環境の基盤づくり 第１節 障害のある人の住みよいまちづくりと安全・安心のための施策

④ー２ バリアフリー法の制定経緯・沿革
資料：国土交通省

第５章 住みよい環境の基盤づくり 第１節 障害のある人の住みよいまちづくりと安全・安心のための施策
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⑤ 障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律の概要
資料：内閣府、デジタル庁、総務省、厚生労働省、経済産業省

第５章 住みよい環境の基盤づくり 第２節 障害のある人の情報アクセシビリティを向上するための施策

⑥ アクセシビリティに関する規格体系
資料：経済産業省

第５章 住みよい環境の基盤づくり 第２節 障害のある人の情報アクセシビリティを向上するための施策

（製品規格・ガイドライン等）

（セクターガイド）

（ガイド71）

すべての製品・サービスにかかわる基本となるもの
例：規格におけるアクセシビリティ配慮のための指針（JIS Z8071）

①基本規格（ISO/IECガイド71）

分野内で共通とするもの（考え方や個別機能）
例：高齢者・障害者配慮設計指針－消費生活製品の報知音（JIS S0013）
高齢者・障害者等配慮設計指針―情報通信における機器、ソフトウェア
及びサービス―第１部：共通指針（JIS X8341-1）
包装－アクセシブルデザイン－一般要求事項（JIS S0021）

②分野別共通規格（セクターガイド）

個々の製品やサービスごとに規定するもの
例：高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器、ソフトウェア
及びサービス－第２部：パーソナルコンピュータ（JIS X8341-2）
高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器、ソフトウェア
及びサービス－第３部：ウェブコンテンツ（JIS X8341-3）
高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器、ソフトウェア
及びサービス－第４部：電気通信機器（JIS X8341-4）
高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器、ソフトウェア
及びサービス－第５部：事務機器（ JIS X8341-5）
高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器、ソフトウェア
及びサービス－第６部：対話ソフトウェア（ JIS X8341-6）
高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器、ソフトウェア
及びサービス－第７部：アクセシビリティ設定（JIS X8341-7）
高齢者配慮設計指針－衣料品（JIS S0023）

③個別規格（製品規格・ガイドライン）
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第５章 住みよい環境の基盤づくり 第３節 手話に関する施策の推進に関する法律の公布・施行
⑦ 視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する基本的な計画（第二期）
資料：文部科学省、厚生労働省（共管）




